
１ 序 論

日本の中小企業研究において，大企業による中小企業の「支配｣，そして

中小企業の「自立化」は，重要なテーマの一つであった。多くの研究者は，

中小企業の存立形態，下請取引の構造・機能などを分析し，中小・下請企業

の問題や盛衰について論じた。他方で，｢自立化」の定義やプロセスについ

ては十分な検討がなされず，やがて「自立化」という言葉すら用いられなく

なった。しかし，日本のクラフト的な中小生産者を分析するとき，この視点

は今もなお重要性を失っていない。

本研究では，｢自立化」を，企業が自らの事業活動に関し，より独立した

意思決定ができるようになること，と定義する。その具体的状況としては，

中小企業が他の組織（特に顧客）と対等な関係で事業活動を展開し，収益条
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件の改善に向けた主体的行動をとることが容易になること，を想定している｡

中小企業は，特定の顧客（元請企業など）に販売などを大きく依存するこ

とがある。そのような中小企業は，取引における交渉力が乏しいため，収益

(性）が低水準になる，と研究者は考えてきた。特に販売における依存は，

元請企業による下請企業の「商業資本的支配」をもたらす要因とされた（藤

田，1965)。藤田（1962）は，そうした商業資本的な機能が経済発展ととも

に「独占メーカー」や「商業独占体」によって掌握されるようになる一方，

｢多品種少量商品，特殊国内商品，流行的嗜好商品等大資本の取扱対象とな

りえないもの」については，中小商業資本の活動が保証される可能性が大き

いとした。実際に，｢伝統産業」や「地場産業」と通称される分野では，現

在も産地問屋による生産者の組織化が広く行われている。

研究史は，中小企業による自立的な存続・発展の可能性も示してきた。例

えば，製品差別化などにより，競争相手にはない強みを発揮すれば，同業者

との競合を回避することができるという（渡辺，1983a，1984b，1984)。ま

た，特定の顧客への収益依存を小さくすれば，その顧客に対する従属性は弱

まる，という見解もある（橋本，1996)。これらは，｢自立化」の重要な方策

を示したものといってよいが，｢自立化」のプロセスは見えてこない。

以上の議論に製品企画・開発や販売に関する問題が含まれていることを踏

まえると，｢自立化」を志向する中小企業にとって，マーケティングは重要

な活動といえよう。では，中小企業の「自立化」を可能にするマーケティン

グとはどのようなものであり，中小企業はどのように「自立化」してゆくの

であろうか。

中小企業のマーケティングに関する研究において，実証的に検討されてき

たのは，主として「訪問型」の要素を含むものであった。それは，遠隔地の

重要顧客を個別に訪問したり，重要顧客が多く存在する国・地域で出展した

りする活動である（田中・白石・南方・廣田，2016；額田・山本，2012；大
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田，2008，2015，2018)。しかし，このようなマーケティングには資金，人

材など多くの資源投入が必要であり，本稿が対象とするクラフト的な中小生

産者の場合，それらを捻出することは容易ではない。

生産者および顧客の移動という視点から見た場合，マーケティングにはも

う一つのアプローチがある。それは，企業の日常的な活動の場への「来訪」

を促すマーケティングである。例えば，工場見学，ワークショップ，産地ツ

アーがこれに該当し，その実施主体には個別企業，地域産業支援組織などが

含まれる。

来訪型マーケティングはどのようにして中小生産者の「自立化」を実現す

るのか。その有効性・効率性を向上させるにはどのような努力が必要なのか｡

それらは，訪問型マーケティングとはどのような違いがあるのか。本稿では,

近年新たな観点から注目を集めているクラフト的な中小生産者，中でも久留

米絣織元の下川織物（福岡県八女市）の事例を検討することで，これらの問

題を解明したい。

以下，第２章では，他組織への依存・従属と「自立化」に関する理論的な

研究を整理する。次に第３章において，久留米絣織物業を概観し，研究史の

現況を確認する。そして，第４章で下川織物の事例研究を行い，第５章で発

見事実と本研究の貢献を示す。最後に，結論および残された課題について述

べる。

２ 理論的背景

ある組織が他の組織に依存・従属する理由，そして依存・従属状態から脱

却する方法に関し，包括的かつ理論的な議論を行ってきたのは，資源依存理

論である（Pfeffer and Salancik, 1978；小橋，2013；山倉，1993)。例えば，

Pfeffer and Salancik（1978）は，ある組織が他者による支配の試みに従う程
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度を左右する10の条件を示した。これらの中に，新しい事業パートナーにア

クセスできる可能性，取引する製品・サービスの内容や条件の決定に関する

主導権の有無，焦点組織が新たな事業機会を創造できるかどうか，といった

問題に関わる条件が含まれており1)，本研究でも考慮したい。

資源依存理論によれば，組織間の相互依存性に伴う問題への対処には，次

の４つの方法があるという。第一に，他者に対する追従である。ただし，あ

る組織からの要求を受け入れることが，将来のための行動を成約するなど，

別の様々な問題をもたらすことはあるという。第二に，｢自律化戦略」であ

る。これは，他組織への資源依存を低減させるため，必要な資源を自ら支配

することであり，例えば，垂直統合，多角化などが該当する。第三は，複数

の組織の利害を調整する「協調戦略」(例：役員受入れ，カルテル，ジョイ

ント・ベンチャー)，第四は，政治活動への関与や正当性の獲得を目指す｢政

治戦略」である（Pfeffer and Salancik, 1978；小橋，2013)。これらは，２つ

の組織の間の対立的な関係を前提とした議論であり，協調のメリットを意識

した行動を想定したものではない。また，戦略の具体例には大きな資源投入

を要するものが多く列挙されており，それらは内部資源に乏しい中小企業で

は実行困難だと考えられる。

中小企業論では，競争と下請の２つの側面から，顧客に中小生産者が従属

する要因および「自立化」の手段が論じられてきた。競争に注目して「自立

化」を論じる研究者は，中小生産者間の競争がその顧客間の競争よりも激し

いとき，中小生産者は顧客に対する交渉力が弱くなり，従属を余儀なくされ

ると考えた。したがって，中小企業が従属的な状況を脱する手段は，製品な

1) 例えば，①要求をする他の組織から焦点組織が資源を得る，②資源の他の源泉が
焦点組織に与えられていない，③焦点組織による行動や産物が他の組織により可視
化され，その要求を満たしているかどうかを評価される，④焦点組織が特定の他の
組織による要求の決定・編成・表現を支配していない，といったものがある（Pfef-
fer and Salancik, 1978)。
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どの差別化を行い，同業者間の価格競争を緩和することとされた（渡辺，

1983a，1983b，1984)。この場合，顧客にとって意味のある，競合との差異

を，中小企業がいかにして作り出すことができるのかが重要な課題となる。

下請企業は，企画・開発および販売を顧客（元請企業）に任せており，時

には原材料の貸与など，購買や資金の面でも顧客に依存することがある（藤

田，1965)。特定の元請企業に専属する下請企業の場合，元請企業に大きな

支配力を与えてしまう。この場合の「自立化」とは，販売先の分散化により

特定の顧客への収益依存を低めること（橋本，1996）である。このほか，

Pfeffer and Salancik（1978）が指摘したように，前方統合により生産や販売

を内部化し，資源の外部依存を低下させる「自律化戦略」も，資源投入負担

の問題がなければ有効であろう。ただし，中小企業の「自立化」論も，対立

的な企業間関係を基本的に想定している。

以上のように，｢自立化」しようとする中小企業の課題には，差別化，販

売先の分散化，そして前方統合（いわゆる「川下」への生産・販売機能の拡

張）がある。では，中小企業がこれらを実現しようとするとき，どのような

マーケティングが効果的かつ効率的だろうか2)。以下，地方に立地する企業

を念頭におき，検討を進める。

中小企業のマーケティング活動に関する事例の多くは，大都市や海外の需

要を獲得すべく，中小企業が日常的な活動拠点を離れ，重要な顧客を直接訪

問したり，アンテナショップを構えたり，合同展示会に出展したりするもの

であった。特に近年注目を集めているのが，国際マーケティングである

(Bathelt, Golfetto, and Rinallo, 2014；Bell, McNaughton, Young, and Crick,

2003；Evers, and Knight, 2008；額田・山本, 2012；大田, 2008, 2015, 2018)｡

2) 中小企業研究は，事業形態や取引関係に関する類型論を提示してきたが，ある類
型の中小企業がどのようにして事業形態や取引形態を主体的に変化させることがで
きるのかを十分に説明できていない（大田，2007)。
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これらの「訪問」は重要だが，内部資源に乏しいクラフト的な中小生産者

が，有効な活動を展開することは難しい。まず，｢訪問」には多くの資源の

投入を要する3)。経営者が生産活動で重要な役割を担っている場合，経営者

の長期不在は，日々の事業活動に重大な制約を生じさせる。他方で，アクセ

スできる顧客や活動できる場所・時間は限定される。さらに，遠隔地では製

品・生産技術や生産活動の様子や背景を紹介することが難しい。これは，

マーケティングにおいて製品や生産の背景を伝えることが重要なクラフトの

場合，特に大きな問題となる。

これらの問題を大きく緩和するマーケティング手段の一つが，顧客などを

自らの事業所で受け入れる来訪型マーケティングである。移動と活動単位に

注目し，訪問型・来訪型マーケティングの関係を示すと，表１のようになる｡

｢訪問｣，｢訪問・来訪｣，｢来訪」の順に，資源投入の関係特殊性が低下し，

より不特定の顧客を対象に資源を活用できる。

3) 繊維企業の場合，ヨーロッパの展示会への年 2回の出展には，関連費用を含める
と年間 1000万円以上の支出を伴うといわれる（大田，2008，2015)。

表１ 訪問型・来訪型マーケティングの特徴
活 動 単 位

単 独 共 同

移

動

訪 問 顧客への訪問 顧客への合同訪問

訪問・来訪 遠隔地への単独展示会 遠隔地への合同展示会

来 訪 工場見学，立地地域での単独展示
会など

工場見学ツアー，立地地域での
合同展示会など

注）厳密には，立地地域での展示会（特に合同展示会）は，中小企業の事業所外で行われる。しか
し，他と比べて来訪の要素が強い。

出所）筆者作成。
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近年，来訪型マーケティングの重要性は高まっているにもかかわらず，そ

の研究は乏しい。地方で開催される合同展示会の研究としては與倉（2011）

が存在するものの，それは集合的に行われるものであるし，事業所を開放す

るものではない4)。個別企業による来訪型マーケティングに関する検討が求

められている。

以上を踏まえ，本研究では，来訪型マーケティングにより「自立化」を実

現した，クラフト的な中小生産者（久留米絣織元の下川織物）の事例研究を

行う。考察においては，多くの既存研究と異なり，対立していない相手と自

立的な協働を行う可能性を排除しないこととする。

繊維産業は，長らく衰退産業とみなされてきた。しかし，最近は，中小企

業による国際マーケティングの成功が注目されつつある。その背景には，欧

米には世界各国に販路をもち，優れた素材を求めている高級ブランド企業が

存在することや，そういった企業が存在する大都市で合同展示会を開催する

組織が日本企業に出展資格を与えたことがある（大田，2008，2015，2018)｡

また，繊維は，日本各地にクラフト的な中小生産者が存在し，国際的な関心

を集めている産業でもあり，近年，再生に向けた新たなマーケティング活動

がみられる（大田，2016，近刊；金，2018)。したがって，本研究にふさわ

しい対象である。

下川織物は，1950～60年代製の力織機を用い，綿を素材とする小幅織物を

生産する久留米絣織元である5)。かつては売上の半分以上を特定の産地問屋

4) 中小企業による工場見学の受け入れに関する研究は存在する。例えば，本多
(2018）は，学生や住民の見学受け入れなどを，中小企業による地域貢献活動とし
て分析している。他にも，産業観光のように，対外的な開放自体を収益機会とみな
す研究（吉田，2006）も存在する。

5) 小幅織物とは，着物向けの生地幅（約 38センチメートル）の織物をさす。洋服
の素材や資材のための織物は，より幅の広い織機で生産される。また，最新の織機
は，下川織物が用いている織機よりも生産のスピードが速い。さらに，絣は，製織
の準備や作業の監視も手間・人手を要する（第 3章参照)。このため，最新の工場
と比べるとはるかにクラフト的といえよう。
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に依存していたが，収益性を高めて経済的な持続可能性を確保するため，来

訪型マーケティングを導入し，新たな市場機会を獲得し，取引条件を改善す

ることに成功した。この活動に関する限り，下川織物は，｢先進事例」とみ

なすことができる（田村，2006；Yin, 2014)。

下川織物の事例を分析する前に，次章で，久留米絣織物業の概要と研究史

について確認しよう。

３ 久留米絣織物業の概要と研究史

3.1 絣の特徴と産地

絣は，経糸・緯糸のうち一方または両方に，色が染まった部分と染まらな

い部分を作り，製織することで柄を表現する平織物である。糸を染め分ける

ときは，所定の太さに糸を引き揃え，染めない部分を他の糸で括って防染し

て染色液に浸す方法を主に用いる。糸束を括った糸は，染色後に解いて取り

除く。柄のない場所に用いる糸は，括らず染める。必要な糸の染色を全て終

えると，糸がずれて柄が乱れないように注意しながら，糸を織機の部品に

セットし，それを織機に取り付け，製織を開始する。製織中も必要に応じて

糸のずれを修正する。このように，絣の生産は，他の多くの織物に比べ労働

集約的であり，費用や時間がかかる。また，糸を括る際には糸束を決まった

太さにしなければならず，１本の糸束を構成する糸の本数が織物生産の最小

ロットを規定する（久留米絣の標準的な糸使いで432メートル)。したがって,

絣は，小ロット化への対応に制約がある。

かつて日本には，絣を生産する多くの産地が存在した。中でも，綿を主た

る素材とする有力産地は，伊予，備後，久留米であった。伊予や備後は縞な

ど各種の先染織物を扱っていたが，久留米は，絣の比重が高く，高級品産地

としての地位向上に努め，重要無形文化財や伝統工芸品としての指定を受け

－ 308 －

( ８ )



た。その結果，東京など大都市の市場にも販路を築くことに成功した。早く

から合成染料を採用し，織機の動力化や広幅化を進めた備後とは対象的に，

久留米では，藍染めや人力での製織が広く残存した（村上，1961)。久留米

は，市場拡大期に他産地ほどの成長は経験しなかったけれども，絣の産地と

しては存続した。

3.2 久留米絣織物業の歴史

久留米絣は，井上伝（1788－1869年）により生産技術が考案され，1820年

代後半には商品生産が本格化した6)。絵絣や小絣といった製品の高度化・多

様化が進む一方，西南戦争（1877年）に伴う需要増加の際には粗製乱造問題

が深刻化した。このため，1880年に商人の同業者団体（千年社）と染色業者

の同業者団体（緑藍組）が組織され，これらが使用原材料を定め（国産紡績

糸および地場産の藍と阿波藍)，織元，染元，販売元の３つの商標を付与し

て各段階での責任を明確にした。さらに，1886年には，久留米絣同業組合が

設立され，1899年には，他産地に先駆けて久留米絣鑑定所を設け，厳正な検

査と不正の締出しを実施した。硫化染料が登場したときには，板絣のみにこ

れを認め，より高級な久留米絣は正藍染めを維持し，市場での地位を守ろう

とした。

絣をはじめとする綿織物業の拡大に伴い，紡績工場設立の機運が高まり，

地元の綿糸・絣問屋，銀行関係者などが協力して1889年に久留米紡績が設立

された（岡本，1993)。織物生産においては，明治後期に寄宿舎を備える集

中作業場が増え（服部・信夫，1937)，他方で，農家女性による副業（出機

制）への製織委託も拡大した。さらに，1907年頃からは，全国（植民地を含

む）の刑務所への委託生産が本格化し，昭和初期には生産の半分以上を占め

6) 特に断らない限り，上野（2006)，久留米絣技術保存会（1969)，同（2011）によ
る。統計データは，久留米絣協同組合資料に基づく。
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たという。刑務所へ委託するには，大量かつ計画的な発注が必要だったので,

生産の調節が容易な出機は，重要な外注先であり続けた。

絣は，輸入原料を使用する民需品であったため，日中戦争勃発後には，物

資統制を受け生産の継続が困難になっていった。配給された糸は高級な絣に

は適合せず，1939年以降の厳格な物価統制が生産数量・金額を激減させた。

生産減少の間接的要因としては，軍需の増加に伴い，近隣の重化学工業での

求人や織物業以外の副業機会が増えたこともあった（田中，1941)。1943年

になると綿糸の割当が停止され，工業組合が解散された。技術の途絶を恐れ

た組合役員が政府に働きかけ，1944年から技術保存のための綿糸割当を受け

ることができた。

終戦後は，経済統制の解除とともに絣の生産が活発化した。しかし，洋装

化の進展と作業着需要の減退により，急速な「絣離れ」が生じた。製造戸

数（久留米絣協同組合員数)，従業員数，生産数量は，1957年のそれぞれ

312,6500人，124万反をピークに減少しはじめた。一部の織元は，婦人服，
てん

綿入れ半纏などの二次製品を手がけたり，広幅織物，タオルなどの分野に転

換したりした7)。農業との兼業者の中には，織布業をやめ農業に専念するよ

うになった者もいた（筑後市史編さん委員会編，1995)。

他方で，久留米絣は，伝統工芸品としての地位を確立していった。久留米

絣の技術は1957年に国の重要無形文化財に指定され（綿織物では初めて)，

手括りで防染した絣糸の使用，純正天然藍での染色，投げ杼と手織機の使用

が指定要件とされた。さらに，1976年，久留米絣が通商産業省から伝統的工

芸品としての指定を受けると8)，減少傾向にあった手織織機の台数が大きく

回復した。織元が加盟する久留米絣協同組合員の生産額は，1964年の９億

7) 宮田織物（筑後市）は，二次製品化や広幅化を進めた企業の一つである。現在は,
CAD（Computer-Aided Design）や広幅レピア織機（革新織機の一種）を導入し，半
纏など最終製品を縫製する工場を有する。
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5166万円から77年には22億8209万円に達し，この間，名目単価（織物１反あ

たりの生産額）も950円から4490円へと上昇した。

しかし，高級化が産地の維持に有効であったのは一時的であった。名目単

価は上昇を続けていたものの，生産額は1977年をピークに減少に転じた。協

同組合では，生産調整のため，1977年からの３年間で173台の織機を破砕し

た（久留米市史編さん委員会編，1986)。久留米地域地場産業振興センター

(1986）では，二次製品化に対応している織元が10軒程度にすぎず，その商

品は百貨店の呉服売場などで販売され，アパレル市場には参入できていない

ことが問題視されていた。また，同書は，外注依存，設備の老朽化，従業員

の高齢化などにも触れ，経営・設備近代化の必要性を強調していた。

1970年に133人であった久留米絣協同組合員数は，90年76人，2017年23人

と減り続けている。同組合員の従業員数は，高度成長期に大きく減少し，

1970年には1290人，90年584人，2017年215人と推移した。従業員１人あたり

の名目生産額は，1999年の450万円から減少に転じ，2012年には304万円に

なった。また，上昇傾向を維持していた名目単価は，2004～14年にかけて停

滞した。

しかし，生産数量・金額は，2010年代前半に底を打った感がある。2014年

から2017年の間に，生産数量は８万2766反から８万3656反へ（13.6％増)，

生産額は７億6316万円から８億6717円へ（15.7％増）増加した。従業員１人

あたり生産額は，2017年に403万円まで回復している。後述のように，この

時期には，下川織物や，その新たな顧客となる「うなぎの寝床」が，市場機

会創造のための活動を本格化していた。

8) 認定要件は，①久留米絣協同組合員による製品であること，②先染小幅織物であ
ること，③綿糸を原料とし，手織り先染めの経緯絣，または緯絣での平織りのもの,
④伝統的工芸品としてふさわしい柄であること，⑤次の技術または技法（先染めの
平織，経糸および緯糸または緯糸に絣糸を使用する，緯糸の打ち込みに「手投杼」
または「踏み木による飛杼」を使用する）により製織された絣織物とすること，で
ある。
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3.3 久留米絣の織元

筑後では，八女郡広川町，筑後市など，久留米市の周りに立地する織元が,

生地の企画・開発（図案の作成，織物設計など)，生産（外注管理を含む)，

そして，販売に従事してきた。織元（久留米絣協同組合員）は，平均従業員

数が８人（2017年）であり，久留米市に立地する産地問屋を主たる販売先と

している。

生産技術に注目すれば，織元は，以下の２つに大別できる。まず，伝統的

な技術を継承している織元である。重要無形文化財の指定要件は，手作業に

よる括り，藍染め，投げ杼による手織りであり，織元はこれらをすべて自ら

行う。この類型の工房が生産する絣織物は，生産に高度な技術を要し，手間

のかかる高級品である。

第二に，より近代的な生産技術を採用する織元である。括りと解きは機械

(主に外注）で行い，括りには綿糸など麻糸以外の糸を用いる。織元には，

染色と製織の両方を行うものと，染色を外注し，製織（準備工程を含む）の

みを自ら行うものとがある。染料は，国産藍に加え，インド藍，合成染料な

ど，様々なものが使用される。国産藍やインド藍で染める場合は瓶で手染め

し，合成染料での染色は機械で行われることが多い。製織は，人力による場

合（高機や足踏織機）と動力による場合（力織機）がある。力織機のほとん

どは旧式の小幅織機であり，いわゆる革新織機（無杼織機）を導入している

織元はほとんどない。

3.4 研究史

現在の久留米絣に関する経営学的な研究は乏しい。産業・地域研究として

は，上野（2006）が存在するものの，個別の織元によるマーケティング活動

に関しては，ほとんど明らかにされていない。
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４ 下川織物の事例

4.1 研究方法および対象事例

下川織物は，1948年に創業し，下川強臓氏（2018年５月で47歳。以下，下

川氏）の父（富彌氏）を事業主とする個人企業であり，下川氏が，３代目に

当たる。従業員数は12人であり（うち家族３名，正社員５名，パート４名),

１台のモーターの動力をベルトで豊田自動織機（1950～60年代製）20台に伝

え，絣，縞，無地を製織している。生産能力は，およそ月産１万2000メート

ルである。

下川織物では，自ら企画・開発し9)，自家工場と外注先で生産した織物を,

久留米市の産地問屋，産地内外のその他事業者，そして一般消費者に販売し

ている。生産機能に注目すれば，下川織物は，次の３つの特徴を有する。第

一に，製織準備と製織に専門化していることである。下川織物の自家工場で

は製織のための経糸・緯糸の準備（整経，括り前・後の糊付け・天日干し，

経通し，経つなぎ）および製織を行っており，絣糸の括り・解きは専門業者

と久留米絣広川町協同組合に，染色は筑後染織協同組合や他の織元に外注し

ている。第二に，化学染料で染色した糸や力織機を用いるなど，久留米絣織

元の中では比較的近代的な生産技術を採用していることである。第三に，絣

だけでなく，縞や無地も生産することである。

本研究では, 下川織物および顧客などの公式ウェブサイト・Facebookペー

ジ・カタログ，工場や来訪者の観察，そして半構造化インタビュー，イン

ターネット上の記事など第三者が作成した資料により，情報を入手した。イ

ンタビューや観察を実施するため，筆者は，下川氏と面会し，彼に，①マー

9) 図案作成は外注している。顧客との共同企画では，顧客から「イメージ画」を受
け取り，それ織物で表現できるよう図案を作成する。博多山笠の法被などは，｢昔
から決まった柄を忠実に作ることが求められる｡」
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ケティングや経営における課題，②マーケティング活動の展開（顧客ター

ゲット，情報発信，工場見学，販売体制の整備など)，③顧客との関係の変

化，そして③収益およびそれ以外の成果について質問した。インタビューの

回数・時間は，合計６回・８時間以上であった。また，下川織物の重要顧客

となった「うなぎの寝床」代表白水高広氏には，創業の経緯と事業の方針・

展開，下川織物との協働の経緯，事業成果などについて尋ねた。

インタビュー中にはノートを取り，下川氏へのインタビューでは４回目以

降は録音も行った。次に，記録した情報を別々に文章化し，それぞれの内容

を照合・比較した。正式なインタビューの他に，我々は，メールなどでメッ

セージを交換する機会ももった。

筆者は，データを時系列に並べ，それらをテーマ（例えば，これまでの

マーケティング活動，顧客の種類，顧客と面識を得た経緯や協働の内容，そ

の帰結［活動の経済的・非経済的成果］など）ごとに集約し，出来事の関連

性を確認した。その結果，下川織物は，訪問型マーケティングに見切りをつ

け，潜在的顧客を自家工場に受け入れるマーケティング活動を意識的に展開

し，新たな顧客層を開拓することで，産地問屋からの「自立化」を実現した

ことが明らかとなった。｢自立化」の目的は，事業の収益性を高め，経済的

な持続可能性を確保することにあった。

これらの事実の関連性を文章化し，インタビュー内容と事実に関する筆者

の理解の当否を下川氏に確認した。その際に下川氏から得られた新たなデー

タも，事例の記述に反映した。なお，分析に際しては，重要無形文化財技術

保持者が活動する工房（４軒)，近代的な工場（３軒)，そして，広川町久留

米絣協同組合および機械括り業者１軒へのインタビューや観察で得られた

データを参照している。
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4.2 事例研究

4.2.1 ｢自立化」への模索

下川氏は，｢織元として生まれた運命となかなか向き合」うことができず,

｢経営コンサルタント」になりたいと考え，日本大学商学部（経営学科）へ

進学した。しかし，｢後継ぎのいない織元が，取引先から『あそこは将来性

がない』という目で見られ，少しずつ生産量が減り，やがて廃業していく」

のを見て，自らが歩むべき方向を再考した結果，家業を継承することを決意

した。｢自分探しをするために東京へ行ってはみたものの，自分が何をした

いかではなく，周りの人のためにできることをすることが，最終的な結論

だった」という。

1994年に大学を卒業して家業に加わった下川氏は，製造と販売の両方を学

ぶ必要があった。産地問屋と連携し，技術を開発してきた富彌氏は，下川氏

に，｢『半日工場・半日外交』という課題を与え」た。それは，｢現場で技術

を学ぶ時間」と産地問屋への「営業の時間」を半々にすることであった。下

川氏は，これを受け入れ，先代までの活動を踏襲した。その理由は，｢道を

踏み外す可能性が低いから」であった。

下川氏が家業に加わる前から，新たな顧客を開拓する努力は行われていた｡

例えば，1970年代から博多山笠の法被の生地を手がけ，80年代には観光施設

や温泉旅館の売店に製品（帽子，ネクタイなど）の販売委託をした。1980年

代後半からは，観光バスでの来訪者を受け入れ，90年代後半からは，地域の

イベントなどに出店し，絣を素材とする各種製品を販売してきた。このほか,

出版社で手芸作家の紹介を受け，絣を使った作品を作ってもらい出版物に掲

載してもらったり，その通信販売をしたり，見込み生産した生地の見本を

持って関東や関西の雑貨店への営業活動をしたりもした。それらは，製品企

画・開発の経験を積んだり，人的なネットワークを拡張したりする効果は

あったものの，出張経費がかさみ，工場での作業時間が削られ，十分な，安
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定した販売成果をあげることができなかった。結果として，売上の半分以上

を産地問屋に依存する状況は，2015年頃まで大きく変わらなかった。

絣は，縞や格子以上の手間を要する先染織物であり，生産性を引き上げる

には限界がある。1980～90年代に，富彌氏は，織機から絣製織のための特殊

装置を取り外し，自動管巻き機や光電管を導入し，高品質の無地織物を効率

的に生産できる体制を整えた。それは，単に生産効率の良いものを扱おうと

したわけではなかった。下川織物では，経糸本数，緯糸の打ち込みなどを何

回も変え，｢手織りの柔らかい風合いを動力織機で再現し」ようとした。産

地問屋からの無地織物の受注増加に応じ，織機を12台から20台に増やした。

産地問屋は，最終製品の製造者，小売商，一般の消費者向けの販売に比べ

ると，全体として多くの数量を織元に発注する。しかし，販売単価は比較的

安く，期間の長い（主に120日以上）手形で代金が支払われることが多かっ

た。他方で，給与はもちろん，糸の代金も翌月に現金で支払う必要があった｡

そして，下川氏が家業に加わる前から，人件費，染色工賃，自家工場の設備

改修費などの負担が増加し続けていた。

産地問屋が購入する織物の大半は，下川織物が提案した図案やアイデアに

基づき作られたものである。下川氏は，｢問屋さんの提案に対しても他社よ

りも相当いろんな実験的な取り組みも含めてたくさんのことをし」てきた。

｢誰よりも新柄，新色の提案はしてきたつもり」だという。しかし，2000年

代に入ると，数年に渡って売れ続けるヒット商品は出なくなった。産地問屋

から受注する場合は，下川織物が企画・提案した織物であっても，同じもの

を他の顧客に販売することは許されなかった。費用がかかるからといって企

画・提案点数を減らしてしまうと，翌シーズンには，産地問屋からの受注が

減少した。したがって，企画・開発費用を減らすことはできなかった。

下川氏自身は，｢純粋にものづくりが好きな性分なので，自分の作りたい

ものを自分のタイミングで自分の作りたいように作りたいという欲求も強く
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持ってい」た。しかし，それを実際に行うことは我慢していたという。

1990年代半ばから2010年頃までの下川織物は，大きな収益減少を経験しな

かったが，収益性は低下し続けた。そして，2012年以降は，顕著な業績悪化

により，利益計上が困難な状況に陥った。運転資金を確保するだけでなく，

将来のための投資を行い「持続性のある骨太の経営体質を作る」には，収益

性の高い事業を考案する必要があった。そうした「経営体質の改善」は，先

代までの経営を踏襲するだけでは実現できなかった。

4.2.2 来訪型マーケティングの着想

下川氏は，高齢化する職人の後継者の確保，資金繰りの改善（現金収入の

増加）による若手職人の報酬増額，職場環境改善のための設備投資，販路の

開拓，会社の魅力向上などの課題解決の期限を2012～13年と考えた。そして,

2013年，福岡県の補助事業として開催された「ふくおか匠塾」に参加し，

マーケティング，会社経営，インターネットの勉強をした。当時の判断を下

川氏は次のように振り返る。

どっちに進んでいけばいいか分からずに進むのは危険。かといって立ち

止まることも危険。より確かな道をすすむためにマーケティング，会社

経営，インターネットを学ぶことにした。３代目になるための勉強。

「ふくおか匠塾」で学びながら，下川氏は，｢職人としての日々を大事に

しながらもたくさんの人と出会えて，新たなチャレンジと出逢いに満ち溢れ

た人生，会社経営はないのだろうか？」と考えていた。その結果，｢選択と

集中」により，自分や下川織物の強みを最大限に生かすべきだとの結論に

至った。彼は，当時の着想について以下のように表現している。

営業するんじゃなくて，集客したらいいんじゃないか。生産しながら販

売できるし，エリアも関係ない。
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下川氏は，SNS（Social Network Service）による情報発信と工場見学とを

融合したマーケティングを行うこととした。これを着想するに至った理由と

して，｢ふくおか匠塾」での学習内容の組み合わせが重要だった，と彼は

いう。

ウェブサイトとマーケティングを並行して学んでいくことでネットとリ

アルをリンクさせながらの試行錯誤がよかったのでは。SNSと工場見

学という形に落とし込めたのは，両輪の歯車で学んでいったことが大

きい。

従来観光客向けに行ってきた工場見学は，｢受け身ではなく，自分(自社）

が会いたい人に会うため，出逢いを引き寄せるための工場見学」として位置

づけ直した。そのターゲットは，絣を用いたオリジナル商品を開発・販売し

ている小売店や，創業準備中または創業後間もない起業家であった。下川織

物は一段階「川下」に進出することになるので，彼らには，産地問屋向けよ

りも高い単価で販売できた。また，新規取引の場合は，取引条件に関する交

渉が可能だった。１軒あたりの販売数量が少なくとも，取引を継続し，相手

数を増やすことができれば，ある程度まとまった金額の売上を実現でき，収

益性が向上する，と下川氏は考えた10)。

下川氏は，自らヒット商品を作ろうとするのではなく，｢ヒット商品を作

る人達を応援」し，彼らが成功を成し遂げる上で下川織物の久留米絣の採用

が有効だったことを印象づけようとした。これを最も理想的な形で達成でき

た相手が，八女市で創業した「うなぎの寝床」だった。その後，絣の愛好家,

自分のための洋服を作る人々，そして自分で作った絣の洋服などを販売する

人々の存在に気づき，彼らに訴求することで新たな顧客層をさらに獲得でき

ると感じた。

10) 一般消費者は，販売単価が高く，代金回収条件が良いものの，多くの量は販売で
きない。
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小さな成功体験をいくつも実現していくことが重視された。下川氏は，

｢2013年に勉強してしっかり準備し，2014年から結果を出していくことを自

分自身に強く言い聞かせ，昼間は働いて夜はひたすら勉強して学んだことを

無理のない範囲で少しずつ実践で試していった。繰り返すことで改善点が見

えていき，また新たなアプローチを試みる。それを毎日繰り返」した。｢と

ても地味でまわり（自社内のスタッフでさえも）には小さな変化でなかなか

気づきにくいが一年後には，いろんな部分が改善されている。そんなことを

日々イメージしながらできることを少しずつ目に見える形にしてまわりに示

していった｡」

4.2.3 ｢来訪」を促す仕組み

情報発信に際し，下川氏は，オウンド・メディア（下川織物のウェブサイ

ト)に加え, Facebook（2013年から), Instagram（2014年から), Tumblr, You-

tube，Twitter（2015年から）といった分散型メディアでの情報発信を開始し

た。当時の下川氏は，パソコンを使い慣れていなかったため，｢最初は何か

一つ簡単なことをするのでも操作方法を調べるところから始まり，大変だっ

た｡」

これら２種類のメディアを駆使した情報発信は，基本的に次のように行わ

れた。まず，下川織物のウェブサイトで毎日（工場の操業日のみ）職人とし

てのブログを配信し，それを下川織物の Facebookページでシェアし，下川

氏の Facebook個人アカウントでさらにシェアをした。Instagramでは，平日

の毎朝（工場の操業日のみ）１回，工場の始業前に職人としての作業の様子

(糸の仕込み，作業，織り工程など）を紹介した。織機の様子の動画は You-

tubeにもアップロードした。Twitterでは，基本的に毎朝（365日)，｢今日の

おすすめ｣，新柄など，生地の写真を一枚アップロードしていった。Tumblr

は，｢出会い」をテーマとし，主に工場見学者との記念写真を，そして時々,
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顧客が下川織物の生地で作った作品の写真をアップロードした。以上の情報

は全て，下川織物のウェブサイトで紹介した。なお，SNSの投稿，ブログ

配信は，基本的には工場の操業中は行わない。これは，職人としての仕事に

集中し，それをフォロワーなどにも感じてもらうためである。

こうして，工場見学から販売に至る流れができ，工場併設店舗での売上が

2014年頃から増えてきた。ただし，下川織物の目的は，販売先の分散化と絣

の新用途開発による収益性の向上にあるので，売上を大幅に増加させること

は，目指していなかった。

来訪者が増えると，現場での作業と来訪への対応との両立が難しくなった｡

また，予約のない突然の訪問，業務時間外の受け入れ要請などが増えた。そ

こで，2015年からグーグル・カレンダーを自社サイトに導入した。来訪対応

時間は，10～12時と13時～15時とし，現場作業の時間と区別した。

来訪者は，2015年度745人，2016年度1466人（258組)，2017年度1438人

(366組）と推移した。その増加は，Instagramのフォロワー数の増加と連動

しているという。海外は，アメリカ，イギリス，フランス，イタリア，オラ

ンダ，デンマーク，フィンランド，スウェーデン，韓国，台湾，香港，シン

ガポール，オーストラリアなどからの来訪実績がある。このうち，下川織物

の Instagramアカウントのフォロワーであったイタリア人デザイナーは，下

川織物を訪れ，３ピース・スーツ用の生地を16メートル購入した。価格は，

下川氏が提示したものがそのまま受入れられた。

下川織物は，ウェブサイト上に「絣見本帳」というページを設け，29品目

(柄）300種類（色・柄）を紹介し，品種の豊富さをアピールした。さらに，

2015年に一般消費者向けの販売サイトを「カラーミーショップ」(オンライ

ンショップ開設・運営支援サービス）を利用して作成した11)。約１年後には,

｢Creema」(アート，雑貨，ファッション製品などの販売サイト）に参加し,

一般消費者向けの販売窓口を増やした。初期投資を抑えることや，一般消費

－ 320 －

( 20 )



者だけでなく事業者向けにも販売を拡大することを考えていたので，顧客名

簿を取得できないサービスや，出店料が高いサービスは利用せず，自社の

ウェブサイトの利用を中心に考えたという。これら販売サイトへのアクセス

数は多くないものの，2016年から，工場見学の申し込みに加え，事業者から

の購入に関する問い合わせが多く寄せられるようになった。

来訪型マーケティングの実践と大きな反響は，下川氏の日常をも変えた。

彼は，2016年から次のようなスケジュールで１日を過ごしている。まず，朝

は，仕事の段取りのための現場作業を行う。10時から15時まで（12～13時を

除く）は工場見学者に対応し（来訪がない場合は，工場での作業，顧客との

打ち合わせ，外注先への訪問など)，それ以降は外注先などを訪問する。そ

して，夜は，海外の顧客などへのメール送信，ウェブサイトの更新，企画書

などの資料作成の時間である。2017年には，英語で必要最低限のコミュニ

ケーションができるようになったという。

4.2.4 新たな顧客や仲間

新たな顧客の中でも，｢うなぎの寝床」への販売は，特に大きく伸びてい

る。同社は，｢九州ちくごのものづくりを伝える」ため，2012年７月に白水

高広氏12)が福岡県八女市で創業したアンテナショップ（地元［主に筑後地方

11) 2018年 11月時点では,無地が 1メートル税別 1350円より,藍染め無地が同 2160
円より，経絣（経糸のみ絣糸を用いたもの）が同 1944円より，絵絣（絵柄のも
の)・経緯絣（経糸・緯糸の両方に絣糸を用いたもの）が同 2592円より，藍染め手
織り（製織は出機による）が同 5940円より，となっている。

12) 白水氏は，厚生労働省の地域雇用推進事業「九州ちくご元気計画」の職員として
3年間地元企業との商品開発に取り組んだ。彼は，広川町産業展示会館でたまたま
目につき，購入したもんぺの着心地の良さ，使えば使うほど良くなる風合い，そし
て，文化や言葉の面からみた面白さに魅力を感じた。当時の久留米絣やそれを用い
た製品は主に中高年を対象としていたが，｢提案の仕方次第でもっといろんな年齢
層に着てもらえるんじゃないか」と考えた。白水氏企画・同館主催の「もんぺ博覧
会｣では，5日間で 2500人を集め，そのとき得た収益を主な開業資金として，2012
年 7月に「うなぎの寝床」を創業した。
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または九州］の魅力を発信し，商品を購入できる地方の店）であった。

「うなぎの寝床」の重要な商品の一つが，もんぺである。当初織元ブラン

ドのもんぺを販売しいた同社が，2014年から細身のオリジナルもんぺを作る

ことになり, その生地を供給することとなったのが下川織物であった13)｡ ｢う

なぎの寝床」からすれば，下川織物は「頼んでやってくれそうなところ」

だったという。下川氏としては，自分は「誰よりも職人であると思っている

ので，自分がやるのではなく，応援するという立場で参画させていただくの

はとても有り難い機会」だった。

従来，もんぺは安価な実用衣料であったが，｢うなぎの寝床」は，１万円

(税抜）以上の価格を設定し，｢日本のジーンズ」としてアピールした。また,

風合いの良さが重要なので，無地のもんぺも発売した。前述のように，無地

は，下川織物が得意とする生地の一つであった。

下川織物と「うなぎの寝床」の間では，対等な関係で，互いの事情に配慮

した取引が行われている。例えば，双方の繁閑を考慮した上で，１年間の生

産計画を詳細に決めている。下川織物は，もんぺの需要が減る冬に織物を生

産し，春にまとめて納品している。様々な種類の生地を少しずつ納品するよ

う要求されることはない。そのため，効率的に生産し，コストを下げること

ができる。また，販売単価が高く，支払いは翌月の現金払いなので，収益性

も資金繰りも良い。

「うなぎの寝床」でのもんぺ販売は急増し，2017年時点で年間１万着（オ

リジナル以外を含む）の実績をあげた。現在，同社は，｢作り手や地域」が

担うことが難しそうな領域を一手に担い，｢地域文化を担保していくために

経済を回す」ため，｢メーカーとしての活動や，動画制作，コンサルティン

グ，通訳，翻訳，EC構築，webサイト制作など」に活動を拡張している14)｡

13) 下川織物では，もんぺを作ってなかったので，｢もんぺ博覧会」には絣のパンツ
や生地を納品し，富彌氏や従業員が販売の手伝いをしていた。

－ 322 －

( 22 )



下川織物には，海外からの来訪者も多い。その本格的受け入れは，2014年

４月にデンマークから来日したスタディ・ツアー客（12名）が最初であった｡

このとき訪れたのは，自らも織物などを製作する人々であり，少なからぬ来

訪者が工房併設店舗で生地，括り糸などを買い求めた。

海外からの訪問は，学習や生地購入のためではなく，様々なアート作品

の製作・展示や商品化を想定したプロジェクトの一環として行われること

もある。例えば，2015年に，下川織物は，青森県立美術館主催のプロジェ

クト「COMPANY：SECRETS OF NOTHERN JAPAN」に参加するユニット

｢COMPANY」のために，織物（緯絣によるこけし柄）を提供した15)。2016

年には，Crafts Council Nederlandのプロジェクト「Indigo：Sharing blue」と

してオランダから来日した４人のメーカーないしデザイナーの受け入れ先の

一つとなった（３週間の滞在)16)。その成果は，｢Dutch Design Week」期間中

に展示された後，長崎県の出島でも発表された。さらに，下川織物は，｢う

なぎの寝床」の紹介で，オランダのデザイナーと日本のクラフトとの協力の

成果を Dutch Design Weekに展示する「Opening Traditions」(2016年10月）に

も参加し，３人のデザイナーとともに生地を開発した。生地の生産費用を

｢うなぎの寝床」が，関係者の移動・滞在や展示会・広告の費用をオランダ

大使館，Dutch Cultureなどが負担した17)。

来訪は，自らの情報発信だけでなく，｢うなぎの寝床」を含む近隣の企業

14) 同社は，自らの役割として，①展示・販売（アンテナショップ：地元の魅力的な
ものを買えるお店をつくる)，②作り手からの目線での情報発信（自然素材を生か
し，長く使うために，つくり手では伝えきれない，素材の特徴や製造工程，使い方,
作り手の思いを伝える)，③使い手からの目線での情報発信（自分たちも使ってみ
て，その使用感と経年変化の楽しさを伝える）をあげている。

15) 「COMPANY」とは，フィンランドの 2人のデザイナーによるユニットである。
受け入れの窓口となった宮田織物が縫製と販売を担当し，｢うなぎの寝床」が広報,
もんぺの型紙提供および販売を行った。その後も，こけし柄のもんぺは，｢うなぎ
の寝床」で販売されている。

16) これは，日本とオランダの 400年の交流を祝して行われる，インディゴとテキス
タイルの高度な技法に関する調査プロジェクトであった。
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からの紹介による場合もある。例えば，フィンランドの COMPANYとのプ

ロジェクトは，彼らと前年に連携した宮田織物（筑後市）への再度の問い合

わせ，さらに同社からの参加の打診がきっかけとなっている18)。このほか，

宝島染工（三潴郡大木町)19)は，下川織物が関わる国際プロジェクトや各種

イベントにしばしば参加しており，同工房とは，来訪者や事業パートナーを

紹介し合うなどの交流・協力をしている。

4.2.1 ｢自立化」の実現

下川織物では，2010年から2014年にかけて売上が１～２割減少した。しか

し，2015年から増加傾向に転じ，2017年現在は，2010年以前の水準に売上が

回復し，安定しつつある。収益額を増やすことを追求しているわけではない

ので，売上が「横ばいでも利益率が上がればよい」という方針である。赤字

体質からは「とりあえず脱却」した。財務体質の改善を踏まえ，2016年以降

は毎年，工場見学や作業の環境改善のため工場の改修（例：駐車場の充実，

工場見学スペースの安全確保，トイレ改修 屋根・壁の断熱，クーラー設

置）を行っている。工場への来訪者の中から新たな従業員を確保することも

できた。

かつて下川織物では売上の半分以上を産地問屋に依存していたが，2017年

の販売先の構成は，産地問屋30％，小売商・その他事業者50％，一般消費者

17) 2つのオランダ関連プロジェクトに関わった下川氏は，2017年 2月にアムステル
ダムで開催されクラフトやデザインを重視した日本製品の展示・即売会「MONO
JAPAN」にゲスト・スピーカーとして参加し，両プロジェクトの成果報告を行った｡
このとき，Time & Style（家具・生活雑貨メーカー。東京）と広島のマアル（布ナ
プキンと肌具のメーカー。広島）との接点ができ，新たな取引が始まった。また，
MONO JAPANのオンライン・ショップでは，下川織物から買い取った生地（1
メートル当たり 27.8～36.3ユーロ）の販売が行われている。

18) 海外プロジェクト以外にも，2014年以降，下川織物は，宮田織物の製織技術を
取り入れた各種ストールを開発してきた。

19) 宝島染工に関しては，大田（近刊）を参照。
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20％となった20)。共に市場機会を創造し高い単価で販売できる顧客が増えて

いるだけでなく，産地問屋向けの販売でも単価の引き上げが実現したという｡

販売方法別に見れば，工場以外での産地問屋，小売店，そして他の事業者

への卸売が65％，工場での販売が25％21)，通販が10％となっている。工場併

設店舗や通販は，一般消費者も利用しており，その中心を占めるのは，40～

50歳代の主婦である。

2013年に経営改革を本格化して以来，着実に成果をあげてきた下川氏だが,

当初は大きな不安があった。2013～14年頃の心境について，彼は次のように

述べている。

まだ新たな顧客，収益性のある事業が十分に確保できてない中で地場問

屋からの仕事が極端に減ったらどうしようという恐怖もありながら，ど

こかで開き直りが必要。そうしないと何のためにこんなに自分は頑張っ

てるのかという葛藤の中で当時は精神的にもきつかった。でも SNSか

ら工場見学者が増え始め，うなぎの寝床との取り組みや宮田織物とのス

トール企画など新たなチャレンジも増えてきて自分，自社を認めて応援

してくださる方がいっぱいいることに気づけた。いろんな人たちに声を

かけてもらってとても励まされた。

SNSを介した新たな顧客との出会いは, 単なる収益機会以上の意味を持っ

ていた。

それまで自分（自社）とお取引していた方（企業）は電話でやり取り，

FAXで注文というスタイル｡ しかし, SNSを使い始めてお取引が始まっ

た方（企業）はメールでやり取り，データもメールで。電話と FAXを

20) 登録顧客数は，問屋，小売店，一般消費者を含み約 4500あり，登録顧客のリ
ピート購入回数は平均 4～5回である。

21) 年に 1回，端切れ・傷物の販売会を工場併設店舗で行っており，同会にあわせて
工場直売案内のダイレクト・メールを 4000通送っている。受注した翌日には，商
品を発送している。
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使う頻度が極端に減っていった。新たなビジネススタイルに移行してい

るんだという自覚。自覚からさらに SNSを使う頻度が加速。

こうして来訪型マーケティングの一つの形を作った下川氏は，下川織物に

よる開かれた工場づくりが業界にも新たな可能性をもたらすと信じている。

誰でもここに入って来れるようにすることで，色々な人達がどんどん来

て，絣に関わる何かを始めようと思ってくれたら，それが必ずしもうち

の生地じゃなくて他の織元さんのものであっても，結果的にそのことで

業界の広がりが出来れば未来が繋がると思うんです。

５ 考 察

クラフト的な中小生産者は，どのようなとき，どのようにして特定の顧客

から「自立化」しようとするのか。また，｢自立化」のプロセスとはどのよ

うなものであり，｢自立化」の手段として，来訪型マーケティングはどのよ

うに評価できるだろうか。下川織物の事例に基づいて考察しよう。

5.1 ｢自立化」の背景

下川織物は，産地問屋に積極的な企画・提案をしてきたが，産地問屋から

の受注生産を主に行ってきた。その場合，産地外の多数の事業者への販売活

動に伴う費用やリスクを負担していたのは，産地問屋であった。産地問屋か

らの受注は大口であり，下川織物が在庫リスクを負担することはなかった。

産地問屋との取引から得られる収益は，下川織物にとって重要でありつづ

けた。しかし，特定の顧客のための織物は，他の顧客には販売できなかった｡

また，当時の産地問屋向けの販売は，単価が低く，代金の回収に時間がか

かった22)。糸代，給与などを現金払いし，様々な費用が上昇する中で，下川

織物が将来の人材確保や技術の維持・向上を視野に入れた投資を行うには，
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収益性を高める必要があった。

産業の成長期には，顧客に依存したままで中小企業が成長できることはあ

る（植田，2004)。しかし，久留米絣への需要が減少傾向にある中で，産地

問屋に販売を依存している下川織物が取引条件を改善することは困難であっ

た。そこで，下川織物は，新たな顧客と対等な立場で協働し，取引条件を改

善することで，収益性を向上させようとした。本論文は，中小企業が「自立

化」に向け努力する背景に，従来の顧客との依存的な関係下での存続・発展

が難しい状況があることを示した。

5.2 ｢自立化」のための来訪型マーケティング

下川織物は，収益性を向上させるため，多数の顧客に織物を自ら販売し，

新たな顧客とより良い条件で取引し，特定の顧客への収益依存を低めようと

した。その際，解決すべき３つの問題があった。

第一に，従来の顧客との競合への対応である。流通段階のより「川下」へ

の進出は，産地問屋と同じ領域に参入することを意味した。それは，産地問

屋との関係を悪化させるだけでなく，需要が減退する中での競合激化により,

双方が収益性を悪化させる恐れもあった。

下川織物がターゲットとした顧客は，小売商などの事業者，それも久留米

絣のようなクラフト的なものを扱う起業家であった。下川織物は，こうした

起業家とともに市場機会を創造し，その成果を分かち合おうとしたのである｡

｢自立化」に伴う顧客との競合への配慮や，従来と異なるタイプの顧客への

販売（販売先の多様化）による「自立化」に関しては，従来の研究では十分

に論じられていなかった。本稿では，これらを具体的に明らかにした。

22) 2000年頃，播州先染織物産地の織布業者は，借り受けた糸を製織して納品した
翌月に，産元商社から現金または手形（期間 90日）払いで代金を受け取っていた
(大田，2007)。この場合，資金繰りは，久留米絣の織元よりも困難ではなかったと
思われる。
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第二に，効果的な差別化である。同業者に対する差別化に失敗すれば，新

たな顧客との取引においても下川織物が劣勢になる可能性はある（渡辺，

1983a，1983b，1984)。顧客と対等な関係を形成・維持する上で，下川織物

は，他の同業者で代替できない織元としての地位を確立する必要があった。

下川織物の独自性を際立たせているのは，製品の特徴よりも，クラフト起

業家の支援者になるという「顧客と協調する姿勢」だと考えられる。イン

ターネットで文字・画像・動画での情報を定期的に発信し，国内外の見学者

をほぼ毎日受け入れ，メールと電子決済での取引に対応する絣の業者は少な

い。しかも，下川氏は，絣織物の織元としての立場を維持し，最終製品を作

る新たな顧客と協働することに専念している。自らファッション，デザイン,

アートの分野に進出したり，広範な最終製品を企画・開発したりはしない。

製品の品質にもこだわる下川織物だが，こうした顧客への姿勢が，この織元

を顧客にとって特別な存在にしていると思われる。下川織物が実践した協調

的な「自立化」は，利害対立を前提とした Pfeffer and Salancik（1978）の

｢協調戦略」とは異質である。

第三に，マーケティング活動の効率性の向上である。｢自律化戦略」(Pfef-

fer and Salancik, 1978）を採用し，織元が一段階「川下」に進出すれば，一

般的に販売単価は上昇するものの，対象とする顧客は増える。その結果，

マーケティング活動への資源投入が増大し，販売はより小口となり，取引業

務は煩雑化する可能性がある。下川織物は，マーケティングの有効性を失う

ことなく，効率性を高める必要があった。

従来の研究が注目した訪問型のマーケティング（Bathelt et al., 2014；Bell

et al., 2003；Evers, and Knight, 2008；大田，2008，2015，2018；田中ほか，

2016；額田・山本，2012）は，下川織物のようなクラフト的な中小生産者に

とって負担が大きく，効果に乏しいものであった。下川氏は，大都市での営

業活動，イベントでの製品販売などを試みたが，安定した収益を上げるには
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至らず，工場の操業維持に支障が生じた。

訪問型マーケティングに比べ投入資源を軽減できるのが，生産者の日常的

な活動の場へ顧客などを誘う，来訪型マーケティングである。研究史では，

與倉（2011）が地方での合同展示会を検討しているものの，それは，事業所

の開放ではないし，個別企業によるマーケティング活動に焦点を当てたもの

でもない。本論文では，個別企業の事例研究により，来訪型マーケティング

の特徴を明らかにした。この点について，次項で立ち入って論じよう。

5.3 来訪型マーケティングの特徴と課題

来訪型マーケティングの特徴は，自らの事業所をマーケティング手段とし

て活用することにある。そのメリットは，第一に，顧客に対して，自らの製

品・サービスや活動，さらには背景となる歴史，文化，自然環境などについ

て具体的にアピールできることである。これは，クラフト的な製品の場合，

特に重要である。第二に，経営や生産に支障が生じにくいことである。来訪

者を受け入れているときに他の仕事はできないけれども，経営者が事業所内

にいることは，中小企業にとって極めて重要である。第三に，遠隔地訪問の

ための費用負担がないことである。

来訪型マーケティングでは，遠隔地の顧客へのアクセスから販売の実現に

至るまでの活動を有効かつ効率的に行う必要がある。例えば，面識のない潜

在顧客の関心をひき，自ら費用を負担して足を運んでもらわなければならな

い。下川織物の場合，マーケティングの有効性を高める上で重要だったのが,

インターネットの多面的な活用であった。ウェブサイトや SNSでは，下川

氏の日常や考え，下川織物の製品や工場の様子のみならず，来訪者，および

来訪者の製品などに関する情報が発信された。通販は，一般消費者向けだっ

たが，ウェブサイトの見本帳と関連づけることで，事業者の関心をひくこと

ができた。時間・場所を選ばず文字，図表，写真，動画などを閲覧できる技
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術の登場が，下川織物による新たな顧客へのアクセスを大幅に向上させたの

である。

また，一定の販売成果をあげる上では，適切な顧客ターゲットを選択する

必要もある。下川織物がかつてバスツアー客を受け入れていたときは，販売

単価は高かったものの，来訪や販売が安定しなかった。新たな工場見学では,

一般消費者ではなく，産地問屋よりも「川下」に位置する事業者を対象とし

た。これにより，産地問屋向けよりも単価が高く，一般消費者向けよりも継

続性のある販売ができた。

5.4 効果的・効率的な「自立化」の収益における効果

効果的・効率的な「自立化」は，下川織物に，①新たな市場機会の獲得に

よる収益の回復・安定，②販売先の増加による収益（性）変動リスクの分散,

③収益性の向上，をもたらした。注目すべきは，近年，下川織物が従来の顧

客（産地問屋）との取引条件を改善させたことである。これは，｢商業資本

的支配」(藤田，1962，1965）の存否および取引における対等性は，相手が

産地問屋であるかどうかに関係がないことを意味している。

5.5 下川織物の特殊性

下川織物には，来訪型マーケティングによる「自立化」と収益（性）の改

善を可能にした特有の条件がある。

第一に，下川織物の事業活動における特徴である。下川織物は，自ら糸を

購入し，顧客に色柄を積極的に提案し，自家工場と外注先により製造した織

物を産地問屋に納入してきた。そのため，企画・開発や量産に必要な資源を

蓄積していた23)。また，クラフト分野を対象としていたことも重要である。

これは，現代的な市場に適応しようとする際には制約要因であったが，現在

は，新たな市場機会や顧客の獲得を容易にしている。さらに，バスツアー客
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の見学を受け入れた経験があることも，軽視されるべきではないだろう。

第二に，経営者としての下川氏の人格である。下川氏は，自分の好きなも

のを自分のペースで作りたいという欲求を持っていた。また，家業を魅力的

なものとして継続すべく，強い意志を持って経営改革に取り組んだ。過去の

経験に学び，新しい知識を積極的に取り入れ，マーケティングの有効性・効

率性を高めるべく試行錯誤を重ねていった。さらに，近隣のクラフト起業家

をはじめ，他者との交流や協働を重視している。こうした彼の姿勢と言動が,

産地内外の仲間を増やし，下川織物の事業機会をより豊かなものにしている｡

第三に，外部環境の変化である。まず，インターネットおよび同技術を利

用した事業関連サービスが充実・普及し，中小企業が情報発信，コミュニ

ケーション，販売活動をより容易かつ安価に行うことができるようになった｡

また，クラフトに関心を持ち，対等な関係で協働できる起業家や他の専門家

(デザイナー，アーティストなど）が国内外で増加したことも大きい。彼ら

は，新たな事業機会を下川織物に提供するとともに，下川氏の努力の継続を

精神的に支えた。

６ 結 論

長期的な存続・発展を志向する企業は，特定の顧客に依存した状態で存立

を脅かされるとき，｢自立化」を試みる。｢自立化」を実現するには，クラフ

ト的な中小生産者は，従来の顧客との競合に対する配慮，同業者に対する差

別化，マーケティングの効率性向上といった課題を解決する必要がある。本

研究の事例に基づくと，解決策として有効なのは，市場機会を創造するため

23) 洋服向け織物産地の場合，織布業者は糸の調達や外注先の管理を依存しているこ
とが多い。このような織布業者が自販化を試みる場合には，大きな飛躍が必要とな
る（富澤，1998；大田，2007)。
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の新たな顧客層との協働，新たな顧客層に有効な差別化，そして，来訪型

マーケティングの導入であった。

来訪型マーケティングには，訪問型マーケティングに比べ費用節約的であ

る上，日常的な業務への支障を増大させず，自らの製品・サービスや活動，

さらには背景となる歴史，文化，自然環境などを効果的に伝達できるという

利点がある。これは，クラフト的な領域で活動する中小企業にとって特に重

要である。

効果的・効率的な「自立化」は，収益の回復・安定，収益（性）変動リス

クの分散，そして収益性の向上をもたらす。近年では，多面的なインター

ネットの活用が，来訪型マーケティングの有効性・効率性を高める手段と

なっている。そして，適切な顧客ターゲットを選択することで，来訪型マー

ケティングの収益効果を改善できる可能性がある。

本研究には，以下のような限界がある。まず，クラフト的な中小生産者に

よる「自立化」や来訪型マーケティングの内容・過程を，複数の事例で分析

できていない。また，伝統的な技術を採用したクラフト，クラフト的ではな

いもの，最終製品を扱うもの，比較的規模の大きい企業など，下川織物と大

きく属性の異なる中小企業では，｢自立化」や来訪型マーケティングのあり

方に相違があろう。これらも本研究では対象外となっている。最後に，共同

での来訪型マーケティングに関する研究も必要である。これらの限界がある

ものの，本研究は，来訪型マーケティングによる中小企業の「自立化」を検

討する上で重要な視点を明らかにしたものといえよう。
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